【様式２】
【様式２】
[bookmark: _GoBack]【事業計画書作成に当たっての留意事項】
・事業計画書の評価は、「評価の視点」に沿って行いますので、作成に当たっては、「評価の視点（募集要領Ｐ１２～１３）を必ず確認してください。
・事業計画書の記入に当たっては、法人の考え方や取組がどのように行われるか等について、具体的かつ簡潔にまとめてください。（「評価の視点」の記載を単に羅列するのではなく、具体的に記入してください。）具体的な記載がないものについては評価できません。
・介護保険事業等の実績がある法人については、現在及び今後の取組状況等も交え記入するよう努めてください。
・記入漏れがありますと、その項目についての評価ができませんので注意してください。










事業所運営計画
	事業所運営の基本方針

	事業所の運営方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
運営方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　運営方針


○　職員が守るべき倫理


○　法令遵守


○　自己評価


○　運営懇談会



	地域との連携　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑴　地域との相互交流　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


⑵　非常時に備えた地域との連携　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


⑶　地域人材の活用　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　地域の人材（地域のボランティア、協同労働など）を受け入れるためにどのような働きかけを行うか。また、どのように活用するのか、具体的に記載すること。


⑷　地域住民を対象とした介護相談等の実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　認知症カフェ等の運営計画についても具体的に記載すること。




	利用者の家族との連携　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑴　家族との交流の機会の確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・家族会の設置　：　□有　　　□無

○　利用者の一時帰宅の支援方法


①　特定施設入居者生活介護用の来客用駐車場　　　　　　　台
②　特定施設入居者生活介護の定員　　　　　　　 　 　 　 人
③　定員数に対する駐車場の割合　　　　　　　　　　　 　 ％　
　　　（①÷②×100（小数点以下を切捨て））

・宿泊にも利用できる来客専用のスペース　　　□有　　　□無

⑵　家族への情報提供と意見の反映　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　家族への情報提供の方法


　・ホームページ活用の場合　ホームページのURL：　　　　　　　　　　　　　　　　　

○　利用者や家族の意見の反映方法





	事業所管理運営

	運営母体（法人代表者（予定者））　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
法人代表者（予定者）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
職　名　：　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　：　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　応募の動機



	管理者予定者・職員配置・職員研修・人材育成・定着等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑴　管理者予定者　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　管理者について、以下のうち10年間確実に遵守していくものがあれば、チェックすること。経験年数等の記載欄は、チェックの有無にかかわらず記載することとし、別紙２－２（管理者経歴書）に記載した経験年数等を記載すること。
□　介護保険事業所での勤務経験が５年以上ある者を充てる。
□　介護保険事業所の管理者経験がある者を充てる。
＜経験年数等＞
　・介護保険事業所での管理者経験年数（　　　　年　　　　月）
　　・介護保険事業所での勤務経験年数　（　　　　年　　　　月）


⑵　職員配置　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　職員配置について、以下のうち10年間確実に遵守していくものがあれば、チェックすること。
□ 生活相談員に介護福祉士、社会福祉士、精神保健福祉士、介護支援専門員、社会福祉主事任用資格者を有する者を
配置する。
□ 介護職員※1について、介護福祉士資格取得者を５０％以上配置する※2。
□ 看護・介護職員の総数のうち、常勤職員を７５％以上配置する※2。
□ 看護・介護職員※1について、経験年数７年以上の職員を３０％以上配置する※2。
□ 事業開始時（指定変更時）に、専ら機能訓練指導員の職務に従事する常勤の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師、あん摩マッサージ指圧師、はり師又はきゅう師を１名上配置する。

※1　非常勤職員を含む。
※2　常勤換算方法とする。

⑶　質の高い中核的人材育成・定着等　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

・介護職員等処遇改善加算が算定できる体制の整備　：　□有　　　□無

○　キャリアパス要件及び職場環境等要件を満たす取組（有の場合、記載）


　○　具体的な職員研修計画（管理者やリーダー的スタッフの資質向上のための研修）


・ひろしま介護マイスターの養成実績　：　□有　　　□無

⑷　働きやすい環境づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　マニュアル又はガイドラインがあれば添付すること。
○　働きやすい環境づくりを推進するための取組


　・「魅力ある福祉・介護職場宣言ひろしま」の認証　：　□有　　　□無


○　職場におけるハラスメントを防止するための取組


　・ガイドライン添付　：　□有　　　□無




	利用者処遇

	利用者等の苦情処理体制・個人情報の保護・事故発生時の対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑴　苦情処理体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　マニュアル又はガイドラインがあれば添付すること。
○　苦情解決の仕組み


苦情等受付窓口の設置　：　□有　　　□無
○　苦情や要望をもとにサービスを改善するための具体的な取組


　　・マニュアル添付　：　□有　　　□無

⑵　個人情報保護　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　マニュアル又はガイドラインがあれば添付すること。
○　個人情報保護の仕組み


ガイドライン添付　　□有　　　□無

⑶　事故発生時の対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　マニュアル又はガイドラインがあれば添付すること。
○　事故発生時の対応の手順


○　寄せられた苦情や事故・ヒヤリハットの対策の協議方法や頻度、事故の再発防止のための具体的な取組


・マニュアル添付　　□有　　　□無


	災害対策・衛生管理・感染症対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑴　災害発生時の対応　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　マニュアル又はガイドラインがあれば添付すること。

　・マニュアル添付　：　□有　　　□無

　○　非常災害発生時の対応
　　・対応手順


　　・避難訓練


○　非常災害時の対応
　　・地域住民等との連携体制


・地域の要介護者の避難の受入の可否


　　・夜間など職員の数が少ない場合を想定した訓練の実施



　　・備蓄品の有無


マニュアル添付　　□有　　　□無

⑵　衛生管理・感染症対策　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　マニュアル又はガイドラインがあれば添付すること。
　○　衛生管理・感染症対策に関する取組


マニュアル添付（食中毒予防）　：　□有　　　□無
マニュアル添付（感染症対策）　：　□有　　　□無


	サービスの質の確保　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
⑴　利用者の尊厳に配慮するなどした適切なサービスの提供　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　マニュアル又はガイドラインがあれば添付すること。
○　金銭管理の取組


　　・マニュアル添付　：　□有　　　□無

○　利用者が利用しやすく不穏にならないための工夫や取組


○　服薬管理の取組


　　・マニュアル添付　：　□有　　　□無

⑵　栄養管理　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　○　水分摂取に関する取組


　○　利用者の口腔の健康状態及び栄養状態の適切な管理に関する取組


⑶　個別ケアの実施　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　入浴介助（利用者の意向に応じた入浴機会の提供等）


○　生活習慣を尊重した食事提供や身体状況等を考慮した食事介助





○　摂食・嚥下機能の維持・向上に配慮した口腔ケア


○　プライバシーへの配慮や自立を促す排せつ介護（介助）


○　利用者の嗜好を把握した趣味等の活動への支援


⑷　中重度利用者への処遇　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　中重度利用者の処遇改善のために行う医療面・介護面の取組（酸素療法管理の実施、褥瘡ケアの実施など）



　　・登録特定事業者としての登録　：　□有（予定含む）　　　□無

・看取りに関する指針の作成　　：　□有　　　　　　　　　□無

○　看取り介護についての具体的な取組


・ターミナルケアやＡＣＰに関する研修の実施　：　□する　　　□しない

○　ＡＣＰの実践のほか看取りに向けた多職種連携充実の具体的な取組


　○　具体的な職員研修計画（認知症介護実践リーダー研修）


　○　機能訓練に関する具体的な取組


⑸　認知症への対応と医療との連携　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○　感染症発生時における医療機関との連携について


　　　※　以下の中で実施するものがあればチェック欄（□）にチェックを入れてください。
　　□　若年性認知症利用者の受け入れを行う。
　　□　常勤の看護師を１名上確保する。
　　□　看護職員により、又は病院等との連携により、２４時間連絡できる体制を確保する。







⑹　協力医療機関　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	協力医療機関名
	診療科目
	整備予定地までの距離
（道のり）
	住　　　所

	
	
	ｍ
	

	
	
	ｍ
	

	
	
	ｍ
	

	
	
	ｍ
	

	
	
	ｍ
	



⑺　新しい技術等を生かした処遇・科学的介護の推進　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　新しい機器（介護用ロボット、介護用リフトなど）、新しいICT（情報）技術など利用者の快適性や従業員の負担軽減に資する新しい技術を導入する場合は、導入の目的、導入する機器・技術等の名称、導入の時期を記載すること。
○　介護用ロボットや介護リフトなど新しい機器の導入


○　見守り機器、インカム等のＩＣＴ、介護記録の作成の効率化に資するＩＣＴの導入


○　上記以外の新しい技術の導入について


　○　新しい機器・技術の導入による効果を継続して把握するための具体的な取組


　○　ＬＩＦＥを活用した、質の高いサービスを実施するためのＰＤＣＡサイクルについて





	独自の取組

	事業所運営における独自の取組（※任意記載欄）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※　特筆すべき独自の取組がある場合は記載すること。
○　地域との連携


○　職員の配置及び人材育成・定着等（障害者雇用など）


○　サービスの質の確保（機能訓練など）
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